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 保育施設を利用するにあたり、住民登録をしている市区町村から必ず「保育の必要性の認定」を受ける必要があります。さ
らに、保護者の就労時間などに応じて、「保育の必要量」を決定し、「クラス年齢」に応じて入所調整や実際の保育が行われ
ます。 

  
 
 

保育施設のクラスは4月1日現在の年齢で決まります。年度内に児童が誕生日をむかえた場合でも、クラスは変わりません。 

 
令和６年度のクラス年齢(令和６年4月1日～令和７年3月31日) 

０歳児クラス 令和 ５年（２０２３年）４月２日以降生まれの児童 

１歳児クラス 令和 ４年（２０２２年）４月２日 ～ 令和 ５年（２０２３年）４月１日生まれの児童 

２歳児クラス 令和 ３年（２０２１年）４月２日 ～ 令和 ４年（２０２２年）４月１日生まれの児童 

３歳児クラス 令和 ２年（２０２０年）４月２日 ～ 令和 ３年（２０２１年）４月１日生まれの児童 

４歳児クラス 平成３１年（２０１９年）４月２日 ～ 令和 ２年（２０２０年）４月１日生まれの児童 

５歳児クラス 平成３０年（２０１８年)４月２日 ～ 平成３１年（２０１９年）４月１日生まれの児童 

  
  
 
 
 保育施設又は認定こども園(保育利用)を利用する場合には、子どものための教育・保育給付において、保育の必要性の認定
(給付認定)を受ける必要があります。年齢により、2号又は3号の認定証が交付されます。 
 なお、企業主導型(地域枠利用)についても、2号認定・3号認定を受けることが可能です。幼稚園又は私設保育施設(認可外
保育施設)等を利用する場合の認定の詳細につきましては、保育課幼児教育担当へお問い合わせください。 

認 定 区 分 年  齢 利用できる施設・事業 

１号認定(教育標準時間) ３～５歳 幼稚園、認定こども園(教育利用) 

２号認定(保育認定) ３～５歳 認可保育施設、認定こども園(保育利用) 

３号認定(保育認定) ０～２歳 
認可保育施設、認定こども園(保育利用)、小規模保育事
業、家庭的保育事業、事業所内保育事業等 

 
保育の必要性が認定されるためには保護者(原則父・母)が次のいずれかに該当する事が必要です。 
 

① 家庭外・家庭内就労 
保護者が仕事をするため、その児童の保育ができない場合 
就労基準：月64時間以上(通勤時間・休憩時間を除いた、雇用契約上の就労時間)の就労 

 

② 妊娠、出産 
母親が出産の前後の期間、その児童の保育ができない場合 

出産前後の期間：出産予定日の前６週目の日が入る月の初日から、出産日の後８週目の日が入る月末まで   

 

③ 保護者の疾病又は障がい 
疾病や負傷、又は精神や身体に障がいがあるため、その児童の保育ができない場合 

 

④ 親族の介護・看護 
長期にわたる病人や、心身に障がいのある人がいるため、保護者が常時その介護・看護にあたっており、児童の保育ができない場
合(①に示す「就労基準」に準じた時間、日数を超えることが認定の条件) 

 

⑤ 災害復旧に従事 
      震災、風水害、火災その他の災害の復旧の間、児童の保育ができない場合 

 

⑥ 求職活動 
保護者が求職活動中(起業準備を含む)の場合 
入所後２ヶ月以内に①の就労基準を満たす就労が確認できない場合には、保育施設の利用ができなくなります。 

 

⑦ 就学 
保護者が就学(高等学校、大学、大学院、専門学校、職業訓練校等)のため、児童の保育ができない場合(①に示す「就労基準」に準

じた時間、日数を超えることが認定の条件) 

 

⑧ その他 
  その他市長が必要と認める場合      

 
保 育 の 必 要 性 の 認 定 基 準 

 
保 育 施 設 の ク ラ ス 年 齢 
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保育の必要性が認定された場合、さらに保護者の就労時間等に応じて保育の必要量が認定されます。保育の必要量の認定区
分により利用できる保育時間が決まります。※実際の保育時間は施設長が決定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

例)保育時間イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 日の保育時間を超える場合は延長保育となります。また利用できる保育時間は保育施設の預かり時間内です。また、保育
の必要量の認定につきましては、就労等の時間が120時間を基準として変わりますが、次のような場合は、例外として保育標
準時間認定となります。 

 

(例１)月の就労時間が１２０時間未満だが、実働時間が恒常的に１３時から１８時まである(シフト勤務を含む) 

     →保育短時間認定になると常に延長(時間外)保育を利用しなければならないため、保育標準時間認定となります。 

(例２)月の就労時間が１２０時間未満だが、通勤時間等により保育ができない時間が8時間以上ある。 

→保育短時間認定になると常に延長(時間外)保育を利用しなければならないため、保育標準時間認定となります。 

 

 

 

 
 
 上記の標準時間・短時間の保育時間を超過しての保育を延長保育(特別延長保育・時間外保育)といいます。延長保育を利用
する場合は、通常の保育料とは別に延長保育料をお支払いいただきます。 
 公立保育施設の延長保育料については次の表のとおりですが、その他の保育施設(法人立保育園・小規模保育事業・家庭的
保育事業・認定こども園)の金額については施設ごとに異なりますので、保育施設へお問い合わせください。 
 
《公立保育園の場合》保育料の階層(Ｐ６)により、金額が異なります。 

 標準時間 短時間 

延長保育の対象時間 18:00～19:00 7:00～8:30、16:30～18:00 

延長保育料 
※公立についてはP3に記載の第2子

以降に該当する場合、延長保育は半額

となります。 

Ａ～Ｂ階層：0円、Ｃ１～Ｃ３階層：1,000円 

Ｃ４～Ｃ７階層：2,000円、Ｃ８～Ｃ９階層：3,000円 

Ｃ１０階層以上：4,000円 

Ａ～Ｂ階層：0円、Ｃ１～Ｃ３階層：100円 

Ｃ４～Ｃ７階層：200円、Ｃ８～Ｃ９階層：300円 

Ｃ１０階層以上：400円 

※公立保育園以外(法人立保育園・小規模保育事業・家庭的保育事業・認定こども園)については、保育施設へ直接お問い合わせください。 

 

  

■保育標準時間認定 
月の就労(就学)時間120時間以上が対象。１日最大11時間保育(７：００～１８：００) 

 
■保育短時間認定 

月の就労(就学)時間64時間以上120時間未満が対象。1日最大8時間保育 
藤沢市内の保育短時間認定の保育時間は８：３０～１６：３０となります。 

 

※就労(就学)時間とは、休憩時間・通勤(通学)時間を除いた雇用契約上の就労時間(カリキュラム上の就学時間)を指します。 

※就労・就学以外の要件での利用についても、必要時間に応じて認定を行います。 

 
保 育 の 必 要 量 

 
延長(時間外)保育 


